
従業員数の増加

会社区分の変更 売上高の増加 売却

総資産の増加
譲渡

現物出資

株主割当
増資 第三者割当

新株予約権
新株予約権付社債

会社分割
法

人

自社株自体の引下
対策

純資産価額引
下げ

持ち株会社

財団
配当還元価額
引下げ 第三者法人

株式交換
株式移転特定評価会社か

ら非特定評価会
社への変更

従業員
類似業種比準
価額引下げ 友人・知人

評価方式の変更 個

人

法定相続人 贈与・寄付

親族（上記
を除く）

1株あたり株価引下げ策 所有株数の分散対策

高株価の原因分析 分散対象 （組み合わせ） 分散方法


